
矢板市空家等活用支援補助金に関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ 申請のタイミングは具体的にはいつになりますか。 

Ａ 空き家バンク制度により取得する住宅の売買契約を締結した後、改修工事の契約

締結前になります。ただし、見積書（及び明細書）は申請の際に必要ですので、具

体的な改修箇所を決めて見積もりしてもらった後になります。なお、売買契約を締

結した日から１年を過ぎた場合は申請できませんのでご注意ください。 

 

Ｑ 第７条第１項第２号に規定する「市区町村が賦課する税に滞納がないことを証す

る書類」とは具体的には何ですか。 

Ａ 現在お住いの市区町村で発行される「完納証明書」を添付してください。「完納証

明書」が発行されない市区町村の場合は、最新の「納税証明書」を添付してくださ

い。 

 

Ｑ 申請前に工事を始めていますが、対象になりますか。 

Ａ 交付決定前に工事請負契約しているものは対象となりません。 

 

Ｑ いつから工事を始めれば良いですか。 

Ａ 交付の決定を受けた後に工事請負契約し、その後着工となります。なお、交付の

決定を受けてから６０日以内に工事を着工してください。 

 

Ｑ いつまでに工事を終わらせなければならないですか。 

Ａ 完了報告書の提出期限が「改修が完了した日から１月を経過した日又は交付決定

を受けた日の属する年度の２月末日のいずれか早い日」までに提出することになっ

ているため、それに間に合うように工事を完了するよう、工事業者と良く打ち合わ

せをしてください。 

 

Ｑ 購入した家に住んでいてもいいのですか。 

Ａ 工事が完了してから住んでいただくようお願いします。なお、移住者向け空き家

活用の場合、完了報告の際に添付する住民票の前住所は市外となっている必要があ

りますので、市内の別の場所に一時的に住所を設定してしまうと、補助対象外とな

りますのでご注意ください。 

 

Ｑ 現在、矢板市に住んでいますが、補助金をもらうため一旦市外に住所を移せば補

助金の対象になりますか。 

Ａ なりません。移住者向け空き家活用の場合、転入する前１年間以上、市外に住ん

でいる方が対象になります。 

 

Ｑ 玄関までの段差を解消するためスロープの設置はバリアフリー改修なので対象

になりますか。 



Ａ バリアフリーではありますが、外構にあたるため対象とはなりません。 

 

Ｑ 見積書は「リフォーム工事一式」等でよいのでしょうか。 

Ａ 補助対象工事かどうか判定に必要ですので、可能な限り詳細が分かるように記載

してもらってください。 

 

Ｑ 補助金交付要綱第１３条第１項第２号に規定されている「正当な事由」とは、ど

のような場合になりますか。 

Ａ 転勤により居住することが困難となり住宅を売却する場合が考えられます。ただ

し、転職及び転職後の転勤は認められません。 

 

Ｑ 補助金交付要綱第１４条第２項に規定されている「やむを得ない特別の事情」と

は、どのような場合になりますか。 

Ａ 生計維持者の死亡や長期入院等により生活の維持が困難となった場合、近親者が

重篤な要介護状態となり、申請者世帯の他に介護可能な方がいない場合で住宅を売

却する場合等が考えられます。 

 

Ｑ 改修を行う事業者の指定はありますか。 

Ａ 市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は住所を有する個人事業主になり

ます。 

 

Ｑ 事業者のあっせん（紹介）をお願いできますか。 

Ａ 市ではあっせん（紹介）は行っておりませんが、市と協定を締結している矢板市

建設業睦会または全建総連栃木建労矢板支部にて相談することができます。 

 

Ｑ 今回の改修にあたり、複数の事業者に発注する場合、補助対象はどのようにりま

すか。 

Ａ 分離発注の場合、交付申請時に複数の事業者の見積書を添付してください。だだ

し、市外の事業者に係る分については補助対象外となります。 

 

Ｑ 床下や天井裏など事前に写真を撮ることができない箇所はどうすればよいでし

ょうか。 

Ａ 工事業者に依頼して、作業前の写真を撮ってもらい、完了報告の際に添付してく

ださい。また、施行前後で変化がわかりにくい箇所については、施行中の写真も撮

ってもらい、完了報告の際に添付してください。 

 

Ｑ 今回の申請では補助の上限額まで達していないので、あとからまた申請できます

か。 

Ａ できません。 

 



Ｑ 工事の途中で工事内容や金額に変更があった場合は、どうしたらよいですか。 

Ａ 速やかに市の担当者までご連絡ください。変更申請等の手続きをしていただくこ

とになります。 

 

Ｑ 「子育て世帯等」とは何ですか。 

Ａ 「子育て世帯等」は以下のいずれかの世帯を意味します。 

  ・子育て世帯：申請年度の４月１日時点で１８歳未満の子どもがいる世帯 

  ・若者夫婦世帯：申請年度の４月１日時点で夫婦のいずれかが３９歳以下の世帯 

 

Ｑ １８歳未満の子どもとはどういう意味ですか。 

Ａ 具体的には高校３年生世代以下の子どもとします。 

 

Ｑ ひとり親家庭ですが、子育て世帯等の要件に該当しますか。 

Ａ 申請年度の４月１日時点で１８歳未満の子どもがいる場合は該当します。 

 

Ｑ 婚姻届を提出していません（今後も提出予定なし）が、若者夫婦に該当しますか。 

Ａ 本補助金は、婚姻関係にある夫婦を想定しています。特別な事情がある場合には

個別に御相談ください。 

 

Ｑ 空き家住宅を取得した時は高校生以下の子どもがいる世帯（あるいは、夫婦のい

ずれかが３９歳以下の世帯）でしたが、補助金の申請が年度を超えてしまったため、

子どもが高校を卒業（夫婦ともに４０歳に到達）してしまいました。子育て世帯等

の要件は該当になりますか。 

Ａ なりません。子育て世帯等の要件は、「申請年度」の４月１日時点が基準となりま

す。申請期間は取得後１年以内となっていますが、補助金申請のタイミングに御注

意ください。 


